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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 71,392 9.0 3,621 13.3 2,311 △15.3 628 △45.9
20年3月期 65,475 0.6 3,197 8.5 2,729 △11.7 1,162 △33.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 10.02 ― 2.0 2.9 5.1
20年3月期 18.54 ― 3.5 3.4 4.9

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △1,320百万円 20年3月期  △377百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 80,779 30,943 38.3 493.52
20年3月期 78,972 32,220 40.8 513.84

（参考） 自己資本   21年3月期  30,943百万円 20年3月期  32,220百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △3,362 △759 4,456 6,014
20年3月期 4,642 △945 △2,220 5,679

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 627 53.9 1.9
21年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 627 99.8 2.0
22年3月期 

（予想） ― 5.00 ― 5.00 10.00 69.7

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

27,500 9.7 300 ― △400 ― △600 ― ―

通期 63,500 △11.1 3,300 △8.9 2,400 3.8 900 43.2 14.35
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

〔（注） 詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） 1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については31ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 62,844,251株 20年3月期 62,844,251株
② 期末自己株式数 21年3月期  144,502株 20年3月期  139,484株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 65,231 9.7 2,812 9.8 2,997 11.0 1,588 12.5
20年3月期 59,477 0.3 2,560 △2.1 2,701 △6.1 1,412 △22.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 25.30 ―
20年3月期 22.50 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 74,489 26,735 35.9 425.93
20年3月期 69,169 26,989 39.0 429.95

（参考） 自己資本 21年3月期  26,735百万円 20年3月期  26,989百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意）  
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想に関する事項は3～4ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

26,000 7.4 500 ― 500 ― 150 ― ―

通期 57,500 △11.9 2,900 3.1 2,800 △6.6 1,400 △11.9 22.30
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輸出関係では、中国向けに１２０駅分の電子連動装置用品を受注したほか、神戸製鋼所「韓国

盤松線信号設備」、また、三菱重工業との協業案件では「マイアミ空港関連施設の新交通システ

ム信号設備」の受注などにより受注高・売上高ともに前期に比べて増加となりました。 

 一方、道路交通管制システムにつきましては、激しい価格競争のなかで新型制御機やＬＥＤ式

信号灯器などの拡販に努めましたが、事業環境は依然として厳しい状況で推移し、受注高・売上

高ともに前期を下回る結果となりました。 

 この結果、信号システム事業といたしましては、受注高61,648百万円（対前期比15.4%増）、

売上高58,173百万円（対前期比10.9%増）となりました。 

〔電気機器事業〕 

半導体応用機器につきましては、主力の産業機器用電源装置が市況の低迷により極めて厳しい

事業展開を強いられるなかで、第1四半期は「液晶パネル製造装置用電源装置」が比較的堅調で

ありましたものの、第2四半期以降は市場の急落により低迷し、また、拡販に努力いたしました

「太陽光パネル製造装置用電源装置」も実体経済の低落により市場が一時停滞したこともあっ

て、事業の落ち込みをカバーするまでには至らず、受注高は前期に比べて減少となりました。一

方、売上高は、第1四半期の「液晶パネル製造装置用電源装置」の売上が寄与して前期に比べて

増加となりました。 

 通信設備用電源装置は、「九州新幹線信号用電源装置」の受注により受注高は前期に比べて僅

かながら増加となりましたが、売上高は電力・ガス会社の設備投資抑制の影響から前期に比べて

減少となりました。 

 この結果、電気機器事業といたしましては、受注高12,881百万円（対前期比1.6%増）、売上高

13,219百万円（対前期比1.6%増）となりました。 

  

②次期の見通し 

当社グループをとりまく環境は、信号システム事業においても、今後は景況悪化の影響を受け

る懸念もあり楽観を許さない状況であります。 

 信号システム事業につきましては、引き続き鉄道事業者の安全・安定輸送に関する設備投資が

継続されることやホームドアなどホーム安全設備に対する需要の高まりから一定規模の受注は見

込めるものの、受注高は当期を下回る見通しであります。また、次期売上高につきましても当期

を下回る見込みでありますが、相当量（約35,000百万円）の受注残があり、54,800百万円を予定

いたしております。 

 電気機器事業につきましては、産業機器用電源装置は拡大が期待される太陽光パネル製造装置

用電源装置の更なる拡販を行ってまいりますものの、依然として厳しい状況が続き、また、通信

設備用電源装置も収益構造の改善を目ざした選択受注をさらに徹底することから受注高は当期を

大きく下回り、次期売上高につきましては、8,700百万円を予定いたしております。 

 なお、日本インター株式会社の業績による当社の持分法投資損失につきましては、当期に比べ

て減少する見通しであります。 

 以上のことから、次期業績の見通しといたしましては、受注高60,000百万円、売上高63,500百

万円、経常利益2,400百万円、当期純利益900百万円を見込んでおります。 
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①資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

当連結会計年度末における流動資産は59,526百万円となり、前連結会計年度末に対し

4,844百万円増加しました。これは受取手形及び売掛金が3,108百万円、たな卸資産が1,979

百万円増加したことによるものであります。 

 固定資産は21,252百万円と前連結会計年度末に対し3,036百万円減少しました。これは投

資有価証券が時価の下落により3,754百万円減少したことによるものであります。 

 したがって資産合計は80,779百万円と前連結会計年度末に比べて1,807百万円の増加とな

りました。 

  

（ロ）負債 

当連結会計年度末の流動負債は40,367百万円と前連結会計年度末に対し8,014百万円の増

加、固定負債は9,468百万円と4,930百万円減少しました。これは借入金が短期、長期あわせ

て5,102百万円増加し、固定負債で退職給付引当金が退職金制度変更に伴い2,975百万円減少

したことによるものであります。 

 したがって負債合計は49,835百万円と前連結会計年度末に比べて3,083百万円の増加とな

りました。 

  

（ハ）純資産 

当連結会計年度末の純資産合計は30,943百万円となり前連結会計年度末に比べて1,276百

万円減少しました。これは時価の下落によりその他有価証券評価差額金が1,242百万円減少

したことによるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは3,362百万円のマイナスとなりました。これは税金

等調整前当期純利益の2,286百万円に対し、売上債権が3,127百万円、たな卸資産が1,982百

万円増加したことが主な要因であります。 

  

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは759百万円のマイナスとなりました。これは有形固

定資産の取得により1,281百万円支出したことが主な要因であります。 

  

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは4,456百万円のプラスとなりました。これは短期・

長期借入金が5,102百万円増加したことが主な要因であります。 

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注1）各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出。 

（注2）自己資本比率： 自己資本／総資産 

（注3）時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

※株式時価総額： 期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後） 

（注4）インタレスト・ガバレッジ・レシオ： 営業キャッシュフロー／利払い 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による 

 キャッシュ・フローの数値 

※利払い：連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額 

※営業キャッシュ・フローがマイナスである場合記載しておりません。 

  

当社グループは、「鉄道や道路交通の信号システム事業」に代表されるとおり、社会性、公共性

の高い業種であることから、長期的、継続的に堅実な経営基盤の確立に努めるとともに株主資本の

充実をはかり、株主の皆様への安定的な配当の継続を基本方針としており、業績連動についても考

慮すべきものと認識しております。 

 配当につきましては、上記方針に基づき、年間10円の配当の継続を予定しております。なお、配

当金支払いに関する基準日および回数の変更は予定しておりません。 

 内部留保金につきましては、将来に向けた先進的高度新技術・新製品の研究開発に加え、品質の

向上および低コスト化に向けた工場再構築と生産・調達体制の改革への設備投資などに備え、さら

なる企業価値向上に努めてまいります。 

  

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期

自己資本比率 40.3 41.9 41.8 40.8 38.3

時価ベースの自己資本比率 29.3 34.8 24.1 24.1 23.8

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― 17.7 1.2 17.6 ―

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

㈱京三製作所 (6742) 平成21年3月期決算短信

－6－



当社グループ（当社および当社の関係会社）の企業集団は、当社と子会社10社および関連会社1社で構

成され、鉄道信号システム、道路交通管制システムの生産・販売を行う信号システム事業と半導体応用機

器の生産・販売を行う電気機器事業の活動を展開しております。 

 当企業集団の事業に係わる位置づけは、おおむね次のとおりであります。 

 

  

 （注）連結子会社京三電設工業㈱は平成21年4月1日に非連結子会社信号工業㈱を吸収合併いたしました。 

  

2. 企業集団の状況
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平成19年3月期決算短信（平成19年5月15日）により開示を行なった内容から重要な変更がないため開

示を省略いたします。  

 当該決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。  

  

(当社ホームページ)  

http://www.kyosan.co.jp  

(東京証券取引所(上場会社情報検索ページ))  

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html  

  

当社は、平成19年度を初年度とし平成23年度を最終年度とする５ヵ年の中期経営計画を策定・推進し

ております。基本的なビジョン・考え方に変更はありませんが、昨年来の世界的な金融不安と実体経済

急落の影響を勘案して見直しを行いました。現時点の環境に合わせた最終年度である平成23年度の経営

指標および目標数値は以下の通りです。  

  

［平成23年度連結目標経営数値］ 

 
  

平成19年3月期決算短信（平成19年5月15日）により開示を行なった内容から重要な変更がないため開

示を省略いたします。  

 当該決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。  

  

(当社ホームページ)  

http://www.kyosan.co.jp  

(東京証券取引所(上場会社情報検索ページ))  

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html  

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

経営指標 目標数値 （当初目標）

売上高 700億円 （850億円）

営業利益 50億円 （ 65億円）

ＲＯＥ 8.0％ （8.0％以上）

(3) 中長期的な会社の経営戦略

㈱京三製作所 (6742) 平成21年3月期決算短信
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当社が推進する中期経営計画では、本社工場再構築と生産・調達体制整備強化に取り組んでおりま

す。これらは、老朽化した生産拠点の更新と統合を実現させ、今後の市場見通しおよび事業計画に連動

した生産設備、生産物流、ライフライン設備等の改善により、事業効率および品質の向上を目指すもの

であり、本社工場内に総額55億円を投入して新工場を建設いたします。この新工場の操業開始は平成22

年8月を予定しております。 

 内部統制システムにつきましては、金融商品取引法で求められる財務報告に係る信頼性確保はもとよ

り、業務の有効性、効率性向上を目指した全般的な体制整備を深度化させ、実効性のある運用に努めて

まいります。 

  

(4) 会社の対処すべき課題

㈱京三製作所 (6742) 平成21年3月期決算短信
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,556 6,115

受取手形及び売掛金 28,579 31,687

たな卸資産 18,355 －

製品 － 3,283

半製品 － 1,916

仕掛品 － 14,929

原材料及び貯蔵品 － 202

繰延税金資産 1,026 1,298

その他 185 120

貸倒引当金 △22 △29

流動資産合計 54,682 59,526

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,480 2,943

機械装置及び運搬具（純額） 1,092 906

工具、器具及び備品（純額） 805 891

土地 2,980 2,980

リース資産（純額） － 142

建設仮勘定 277 209

有形固定資産合計 7,636 8,074

無形固定資産 806 863

投資その他の資産   

投資有価証券 12,204 8,449

繰延税金資産 2,298 2,452

その他 1,429 1,448

貸倒引当金 △85 △35

投資その他の資産合計 15,846 12,314

固定資産合計 24,289 21,252

資産合計 78,972 80,779
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,916 17,401

短期借入金 7,883 16,606

未払法人税等 584 1,208

役員賞与引当金 95 116

受注損失引当金 102 146

その他 5,771 4,888

流動負債合計 32,353 40,367

固定負債   

長期借入金 6,905 3,284

退職給付引当金 7,082 4,107

役員退職慰労引当金 54 －

長期未払金 － 1,677

その他 355 399

固定負債合計 14,398 9,468

負債合計 46,751 49,835

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,270 6,270

資本剰余金 4,625 4,625

利益剰余金 19,310 19,311

自己株式 △47 △49

株主資本合計 30,159 30,158

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,153 910

為替換算調整勘定 △91 △125

評価・換算差額等合計 2,061 785

純資産合計 32,220 30,943

負債純資産合計 78,972 80,779
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(2)【連結損益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

売上高 65,475 71,392

売上原価 53,574 58,896

売上総利益 11,901 12,496

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 2,279 2,295

賞与 846 800

役員賞与引当金繰入額 95 116

退職給付費用 293 283

役員退職慰労引当金繰入額 5 －

減価償却費 97 125

荷造及び発送費 1,000 956

その他 4,085 4,295

販売費及び一般管理費合計 8,703 8,874

営業利益 3,197 3,621

営業外収益   

受取配当金 137 127

受取保険金 － 43

その他 143 147

営業外収益合計 280 317

営業外費用   

支払利息 275 246

持分法による投資損失 377 1,320

手形売却損 48 8

資金調達費用 34 34

その他 12 18

営業外費用合計 748 1,628

経常利益 2,729 2,311

特別利益   

貸倒引当金戻入額 4 8

退職給付制度改定益 － 402

特別利益合計 4 411

特別損失   

固定資産除売却損 148 30

投資有価証券評価損 26 342

ゴルフ会員権評価損 17 －

特別退職金 41 －

環境対策費 － 59

その他 16 3

特別損失合計 251 436

税金等調整前当期純利益 2,482 2,286

法人税、住民税及び事業税 673 1,233

法人税等調整額 644 424

法人税等合計 1,317 1,657

少数株主利益 2 －

当期純利益 1,162 628
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,270 6,270

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,270 6,270

資本剰余金   

前期末残高 4,625 4,625

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,625 4,625

利益剰余金   

前期末残高 18,870 19,310

当期変動額   

剰余金の配当 △721 △627

当期純利益 1,162 628

当期変動額合計 440 0

当期末残高 19,310 19,311

自己株式   

前期末残高 △50 △47

当期変動額   

自己株式の取得 3 △1

当期変動額合計 3 △1

当期末残高 △47 △49

株主資本合計   

前期末残高 29,715 30,159

当期変動額   

剰余金の配当 △721 △627

当期純利益 1,162 628

自己株式の取得 3 △1

当期変動額合計 443 △1

当期末残高 30,159 30,158
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,179 2,153

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,026 △1,242

当期変動額合計 △2,026 △1,242

当期末残高 2,153 910

為替換算調整勘定   

前期末残高 △69 △91

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22 △33

当期変動額合計 △22 △33

当期末残高 △91 △125

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,109 2,061

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,048 △1,275

当期変動額合計 △2,048 △1,275

当期末残高 2,061 785

少数株主持分   

前期末残高 96 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △96 －

当期変動額合計 △96 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 33,921 32,220

当期変動額   

剰余金の配当 △721 △627

当期純利益 1,162 628

自己株式の取得 3 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,145 △1,275

当期変動額合計 △1,701 △1,276

当期末残高 32,220 30,943
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,482 2,286

減価償却費 991 1,246

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12 △42

退職給付引当金の増減額（△は減少） △536 △2,975

固定資産除売却損益（△は益） 109 30

投資有価証券評価損益（△は益） － 342

持分法による投資損益（△は益） 377 1,320

受取利息及び受取配当金 △143 △138

支払利息 275 246

売上債権の増減額（△は増加） △329 △3,127

たな卸資産の増減額（△は増加） 140 △1,982

仕入債務の増減額（△は減少） 2,735 △508

その他 △24 647

小計 6,090 △2,655

利息及び配当金の受取額 194 150

利息の支払額 △263 △245

法人税等の支払額 △1,379 △612

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,642 △3,362

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,065 △167

定期預金の払戻による収入 1,025 929

投資有価証券の取得による支出 △56 △17

関係会社株式の取得による支出 △180 －

有形固定資産の取得による支出 △1,145 △1,281

有形固定資産の売却による収入 861 2

無形固定資産の取得による支出 △206 △257

その他 △177 32

投資活動によるキャッシュ・フロー △945 △759

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △815 4,670

長期借入れによる収入 － 1,350

長期借入金の返済による支出 △680 △918

配当金の支払額 △721 △627

その他 △2 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,220 4,456

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,475 335

現金及び現金同等物の期首残高 4,203 5,679

現金及び現金同等物の期末残高 5,679 6,014
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  該当事項はありません。 

1．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社数 8社 

主要な連結子会社の名称 ・京三電設工業株式会社 

  

（2）非連結子会社数 2社 

子会社のうち大阪整流器株式会社と信号工業株式会社は、総資産・売上高・当期純損益及び

利益剰余金等の金額は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりませんので、連

結の範囲に含めておりません。 

  

2．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した関連会社数 1社 

会社の名称 日本インター株式会社 

  

（2）非連結子会社大阪整流器株式会社と信号工業株式会社については、当期純損益及び利益剰余金

等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がありませんので、これらの会社に対する投資については、持分法を適用せず

原価法により評価しております。 

  

3．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社は、親会社と同じ決算日であります。 

  

4．会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券 

 ・時価のあるもの・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

                （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

                  売却原価は移動平均法により算定） 

 ・時価のないもの・・・・・・・移動平均法による原価法 

  

（ロ）たな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 製品・仕掛品・・・・・・・・個別法 

 半製品・原材料・・・・・・・総平均法 

  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産(リース資産を除く） 

主として当社及び国内連結子会社は定率法、在外子会社は定額法によっております。 

 建物（建物付属設備は除く） 

   ａ平成10年3月31日以前に取得したもの・・・・・・定率法によっております。 

   ｂ平成10年4月1日以降に取得したもの・・・・・・ 定額法によっております。 

 建物以外・・・・・・・定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 ・建物及び構築物 3～50年 

 ・その他 2～20年 

  

（ロ）無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法 

  

（ハ）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用

初年度前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用しております。 

  

（3）重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

売掛金等の債権貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

  

（ロ）役員賞与引当金 

役員及び執行役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づ

き、計上しております。 

  

（ハ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5

年）による定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しております。 
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（ニ）役員退職慰労引当金 

前連結会計年度は、海外連結子会社において、取締役の退職により支給する退職慰労金

に充てるため、支給内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

  

（ホ）受注損失引当金 

受注契約に係る損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失発生が見込ま

れ、かつ当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて損失見込額を引当計

上しております。 

  

  

（4）重要なヘッジ会計の処理 

（イ）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を充たしているため、特例処理によっており

ます。 

  

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・・・・・・金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・・・・・・借入金に係る変動金利 

  

（ハ）ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用しております。

  

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理による金利スワップであるため、有効性の評価は省略しております。 

  

（5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  

5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

  

6．のれんの償却に関する事項 

  のれんは、5年間で均等償却しております。 

  

7．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっており

ます。 
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（リース取引に関する会計基準等の適用） 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成5年6月17日 最終改正平成19年3

月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成6年1月18日 最終改正平成19年3月30日 企業会計基準適用指針第16号）を適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上して

おります。 

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す

る方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

あたえる影響は軽微であります。 

  

（たな卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年7月5日 企業会計基準第

9号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

あたえる影響はありません。 

  

（連結貸借対照表） 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年8月7日内閣府令第50号）が適用となるこ

とに伴い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲記されたものは、当連結会計年度か

ら「製品」「半製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「たな卸資産」に含まれる「製品」「半製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ3,442百万円、1,307百万円、13,391百万円、214百万円であります。 

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

(8)【表示方法の変更】
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（退職給付制度の改定） 

当社は、平成21年2月1日付けで、税制適格退職年金制度から確定給付企業年金制度及び確定拠出

年金制度へ移行し「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1

号）を適用しております。 

本移行に伴う影響額402百万円は、「退職給付制度改定益」として特別利益に計上しておりま

す。 

  

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

平成20年度の法人税法の改正を契機として見直しを行った結果、機械及び装置の耐用年数を変更

しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

あたえる影響は軽微であります。 

(9)【追加情報】
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 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

 
  

(10)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年3月31日)

当連結会計年度 
(平成21年3月31日)

 

1．投資有価証券のうち 

  非連結子会社及び関連会社の株式

2,128百万円

2．有形固定資産から控除した減価償却累計額

12,954百万円

 

1.投資有価証券のうち 

 非連結子会社及び関連会社の株式

792百万円

2．有形固定資産から控除した減価償却累計額

13,624百万円

 

 

3．担保資産及び担保資産に対応する債務

担保資産

百万円

建物及び構築物 44

土地 278

小計 323

投資有価証券 3,730

計 4,053

担保資産に対応する債務

百万円

短期借入金 1,336
 1年内返済予定の
長期借入金

440

長期借入金 2,405

計 4,182

 

 

3．担保資産及び担保資産に対応する債務

担保資産

百万円

建物及び構築物 41

土地 278

小計 320

投資有価証券 2,441

計 2,761

担保資産に対応する債務

百万円

短期借入金 1,144
1年内返済予定の
長期借入金

1,556

長期借入金 -

計  2,701

 
 
4．受取手形割引高 1,028百万円

 
 
4．受取手形割引高 804百万円

 

5．貸出コミットメント契約

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

金融機関5行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

   この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメント総額 5,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,000

5．貸出コミットメント契約

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

金融機関5行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

   この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメント総額 5,000百万円

借入実行残高 5,000

差引額 ―
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

1．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

1,767百万円

1．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

1,349百万円

 

2．固定資産除売却損の内訳

   百万円

      建物及び構築物 47         

      機械装置及び運搬具 9        

      工具、器具及び備品 27

    ソフトウエア -

       その他 64

         計 148

 

2．固定資産除売却損の内訳

   百万円

   建物及び構築物 5         

   機械装置及び運搬具 7        

     工具、器具及び備品 11

  ソフトウエア 6

      その他 0

      計 30
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（注）普通株式の自己株式の増加額は、単元未満株式の買取によるものであります。普通株式の自己株式の減少額

は、持分法適用会社が所有する自己株式（当社株式）の持分割合減少による当社帰属分の減少株であります。 

  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

 普通株式(株) 62,844,251 ― ― 62,844,251

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 133,280 6,247 43 139,484

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 408 6.5 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年11月14日 
取締役会

普通株式 313 5.0 平成19年9月30日 平成19年12月7日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 313 5.0 平成20年3月31日 平成20年6月30日
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（注）普通株式の自己株式の増加額は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  
  

 
  

 

  

 
  

  

当連結会計年度(自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

 普通株式(株) 62,844,251 ― ― 62,844,251

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 139,484 5,018 ― 144,502

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日 
定時株主総会

普通株式 313 5.0 平成20年3月31日 平成20年6月30日

平成20年11月11日 
取締役会

普通株式 313 5.0 平成20年9月30日 平成20年12月5日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 313 5.0 平成21年3月31日 平成21年6月29日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,556百万円

預入期間が3ヶ月を超える 
定期預金

△877

現金及び現金同等物 5,679

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,115百万円

預入期間が3ヶ月を超える 
定期預金

△100

現金及び現金同等物 6,014
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(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 信号システム事業……列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム 

(2) 電気機器事業…………半導体応用機器 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度2,443百万円、当連

結会計年度2,670百万円であり、親会社の管理部門等に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度14,040百万円、当連結会計年度 

12,702百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価

証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

科目

前連結会計年度(自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日)

信号システム 
事業 

(百万円)
電気機器事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

52,470 13,005 65,475 ― 65,475

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

13 1,461 1,475 (1,475) ―

計 52,483 14,467 66,951 (1,475) 65,475

  営業費用 47,350 13,959 61,310 967 62,277

  営業利益 5,133 507 5,641 (2,443) 3,197

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出

  資産 54,096 10,835 64,931 14,040 78,972

  減価償却費 713 177 890 100 991

  資本的支出 828 224 1,052 218 1,270

科目

当連結会計年度(自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日)

信号システム 
事業 

(百万円)
電気機器事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

58,173 13,219 71,392 ― 71,392

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

2 2,487 2,489 (2,489) ―

計 58,175 15,706 73,881 (2,489) 71,392

  営業費用 52,555 15,034 67,589 181 67,770

  営業利益 5,620 671 6,292 (2,670) 3,621

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出

  資産 59,467 8,609 68,076 12,702 80,779

  減価償却費 918 221 1,140 105 1,246

  資本的支出 1,437 298 1,735 56 1,792
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前連結会計年度及び当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合

が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成19年4月1日 至平成20年3月31日） 

 
（注）1.地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

（１）アジア・・・・・・・・・・台湾、中国、シンガポール、韓国等 

（２）その他・・・・・・・・・・アメリカ等 

   2.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度（自平成20年4月1日 至平成21年3月31日） 

 
（注）1.地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

（１）アジア・・・・・・・・・・中国、韓国、台湾等 

（２）その他・・・・・・・・・・ベネズエラ等 

   2.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,805 1,170 4,975

Ⅱ 連結売上高（百万円） 65,475

Ⅲ 連結売上高に占める 

   海外売上高の割合
5.8％ 1.8％ 7.6％

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,691 203 5,894

Ⅱ 連結売上高（百万円） 71,392

Ⅲ 連結売上高に占める 

   海外売上高の割合
8.0％ 0.3％ 8.3％
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成20年3月31日)

当連結会計年度 
(平成21年3月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

  未払賞与 706百万円

  未払事業税 67

  退職給付引当金 2,835

  役員退職慰労引当金 29

  減損損失 558

  その他 692

繰延税金資産小計 4,890

評価性引当額 △89

繰延税金資産合計 4,800

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,476百万円

繰延税金負債合計 △1,476

繰延税金資産(負債)の純額 3,324

  (注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

    流動資産―繰延税金資産 1,026百万円

    固定資産―繰延税金資産 2,298

         計 3,324

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

  未払賞与 711百万円

  未払事業税 111

  退職給付引当金 1,617

  減損損失 554

  長期未払金 795

  その他 769

繰延税金資産小計 4,558

評価性引当額 △181

繰延税金資産合計 4,376

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △625百万円

繰延税金負債合計 △625

繰延税金資産(負債)の純額 3,751

  (注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

    流動資産―繰延税金資産 1,298百万円

    固定資産―繰延税金資産 2,452

         計 3,751

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されない項目 3.4

 受取配当金等永久に益金に算入されない

 項目
△1.8

 住民税均等割 1.3

 試験研究費税額控除 △1.9

 持分法投資損失 6.2

 役員賞与引当金 1.5

 評価性引当額 3.6

 その他 0.2

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.1％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されない項目 3.4

 受取配当金等永久に益金に算入されない

 項目
△2.1

 住民税均等割 1.4

 試験研究費税額控除 △2.2

 持分法投資損失 23.2

 役員賞与引当金 2.0

 評価性引当額 8.0

 その他 △1.8

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 72.5％
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その他有価証券 

  

 
(注)  1 時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価の簿価に対する下落率が

50％以上の銘柄については一律に減損処理するとともに、下落率30％以上50％未満の銘柄については、回復

可能性を判定し、回復可能性がないと判断された銘柄を減損処理することとしております。 

2 その他有価証券で時価のある株式について、前連結会計年度において26百万円、当連結会計年度において

342百万円の減損処理を行っております。 

  

その他有価証券 

  

 
  

(有価証券関係)

(1) 時価のある有価証券

区分

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
株式

 
  

3,326
  

7,402
  

4,075
  

1,861

 
  

3,935
  

2,074

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
株式

 
  

2,206
  

1,745
  

△461
  

3,413

 
  

2,913
  

△499

計 5,533 9,147 3,614 5,274 6,848 1,574

(2) 時価評価されていない有価証券

内容
前連結会計年度

(平成20年3月31日)
当連結会計年度 

(平成21年3月31日)

非上場株式         (百万円) 928 808
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(注) 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

 
(注)  1 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

2 「ト その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。 

(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

当社及び国内連結子会社4社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。また、在外連結子会社においても、確定給付型制

度を設けております。

当社は確定給付企業年金制度、確定拠出年金制度並びに

退職一時金制度を設けております。また、国内連結子会

社4社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度

及び退職一時金制度を設けており、在外連結子会社にお

いても、確定給付型制度を設けております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

項目
前連結会計年度

(平成20年3月31日)
当連結会計年度

(平成21年3月31日)

イ 退職給付債務(百万円) △9,672 △6,952 

ロ 年金資産(百万円) 2,052 2,247

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)(百万円) △7,619 △4,705 

ニ 未認識数理計算上の差異(百万円) 455 441

ホ 未認識過去勤務債務（債務の減額）(百万円) 82 156

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ)(百万円) △7,082 △4,107 

 

３ 退職給付費用に関する事項

項目
前連結会計年度

(自 平成19年4月1日
至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

イ 勤務費用(百万円) 552 536

ロ 利息費用(百万円) 186 165

ハ 期待運用収益(百万円) △23 △23

ニ 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 143 130

ホ 過去勤務債務の費用処理額(百万円) 36 38

ヘ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)(百万円)

896 847

ト その他(百万円) - 21

計 896 869

 

㈱京三製作所 (6742) 平成21年3月期決算短信

－29－



  

 
(注)  1 発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を費用

処理しております。 

2 発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

項目
前連結会計年度

(自 平成19年4月1日
至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ 割引率 （期首）  2.0％  （期首）  2.0％

（期末）  2.0％  （期末）  2.0％

ハ 期待運用収益率 1.5％    1.5％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 (注)1 5年 5年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 (注)2 5年 5年
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(注) 算定上の基礎 

  1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

リース取引、関連当事者との取引、デリバティブ取引等に関する注記事項については、決算短信におけ

る開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

1株当たり純資産額 513円 84銭 1株当たり純資産額 493円  52銭

1株当たり当期純利益金額 18円 54銭 1株当たり当期純利益金額 10円  2銭

なお、潜在株式調整後1株あたり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。  

同左

項目
前連結会計年度

(自 平成19年4月1日
至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,162 628

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,162 628

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,707 62,701

(開示の省略)

(重要な後発事象)
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年3月31日) 

当事業年度 
(平成21年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,275 5,627

受取手形 1,351 1,450

売掛金 23,948 27,381

製品 3,386 3,226

半製品 1,016 1,525

仕掛品 12,103 13,917

原材料及び貯蔵品 98 94

未収入金 947 721

前払費用 20 23

繰延税金資産 753 1,005

その他 3 76

貸倒引当金 △21 △28

流動資産合計 47,882 55,022

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,977 2,143

構築物（純額） 53 343

機械及び装置（純額） 981 809

車両運搬具（純額） 19 14

工具、器具及び備品（純額） 734 815

土地 2,055 2,055

リース資産（純額） － 94

建設仮勘定 277 209

有形固定資産合計 6,099 6,486

無形固定資産   

借地権 88 88

ソフトウエア 587 640

その他 20 20

無形固定資産合計 696 750

投資その他の資産   

投資有価証券 9,839 7,471

関係会社株式 1,476 1,476

関係会社長期貸付金 180 －

繰延税金資産 1,955 2,172

その他 1,108 1,131

貸倒引当金 △70 △20

投資その他の資産合計 14,490 12,230

固定資産合計 21,286 19,467

資産合計 69,169 74,489
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年3月31日) 

当事業年度 
(平成21年3月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 593 811

買掛金 17,518 15,288

短期借入金 4,835 13,447

1年内返済予定の長期借入金 440 4,531

未払金 169 534

未払消費税等 515 339

未払費用 1,593 1,630

未払法人税等 427 1,025

前受金 2,150 1,001

役員賞与引当金 60 70

受注損失引当金 102 146

リース債務 － 21

その他 80 106

流動負債合計 28,486 38,952

固定負債   

長期借入金 6,900 3,284

退職給付引当金 6,505 3,543

長期未払金 － 1,677

リース債務 － 77

その他 288 218

固定負債合計 13,693 8,801

負債合計 42,179 47,754

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,270 6,270

資本剰余金 4,625 4,625

資本準備金 4,625 4,625

利益剰余金 14,035 14,995

利益準備金 1,104 1,104

その他利益剰余金 12,930 13,891

別途積立金 10,500 10,500

繰越利益剰余金 2,430 3,391

自己株式 △22 △24

株主資本合計 24,908 25,867

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,080 867

評価・換算差額等合計 2,080 867

純資産合計 26,989 26,735

負債純資産合計 69,169 74,489
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(2)【損益計算書】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

売上高 59,477 65,231

売上原価 49,834 55,158

売上総利益 9,642 10,073

販売費及び一般管理費   

運搬費 840 802

広告宣伝費 90 90

役員報酬 451 447

給料及び手当 2,444 2,456

退職給付費用 257 244

役員賞与引当金繰入額 60 70

福利厚生費 393 406

交際費 165 160

旅費及び交通費 320 335

通信費 90 83

減価償却費 73 99

賃借料 371 402

租税公課 131 137

研究開発費 597 614

その他 793 909

販売費及び一般管理費合計 7,082 7,260

営業利益 2,560 2,812

営業外収益   

受取配当金 271 242

受取保険金 － 43

固定資産賃貸料 164 160

その他 70 67

営業外収益合計 506 513

営業外費用   

支払利息 231 215

固定資産賃貸費用 64 65

手形売却損 28 0

資金調達費用 34 34

その他 8 12

営業外費用合計 366 327

経常利益 2,701 2,997
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3 8

退職給付制度改定益 － 402

特別利益合計 3 411

特別損失   

固定資産除売却損 145 27

投資有価証券評価損 26 342

環境対策費 － 59

その他 23 2

特別損失合計 195 432

税引前当期純利益 2,509 2,977

法人税、住民税及び事業税 499 1,028

法人税等調整額 597 360

法人税等合計 1,097 1,389

当期純利益 1,412 1,588
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(3)【株主資本等変動計算書】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,270 6,270

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,270 6,270

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 4,625 4,625

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,625 4,625

資本剰余金合計   

前期末残高 4,625 4,625

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,625 4,625

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,104 1,104

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,104 1,104

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 10,500 10,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,500 10,500

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,740 2,430

当期変動額   

剰余金の配当 △721 △627

当期純利益 1,412 1,588

当期変動額合計 690 960

当期末残高 2,430 3,391

利益剰余金合計   

前期末残高 13,345 14,035

当期変動額   

剰余金の配当 △721 △627

当期純利益 1,412 1,588

当期変動額合計 690 960

当期末残高 14,035 14,995
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年4月1日 
 至 平成20年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成21年3月31日) 

自己株式   

前期末残高 △19 △22

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 △2 △1

当期末残高 △22 △24

株主資本合計   

前期末残高 24,221 24,908

当期変動額   

剰余金の配当 △721 △627

当期純利益 1,412 1,588

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 687 958

当期末残高 24,908 25,867

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,082 2,080

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,002 △1,212

当期変動額合計 △2,002 △1,212

当期末残高 2,080 867

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,082 2,080

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,002 △1,212

当期変動額合計 △2,002 △1,212

当期末残高 2,080 867

純資産合計   

前期末残高 28,304 26,989

当期変動額   

剰余金の配当 △721 △627

当期純利益 1,412 1,588

自己株式の取得 △2 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,002 △1,212

当期変動額合計 △1,314 △254

当期末残高 26,989 26,735
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 該当事項はありません。 

  

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

（イ）子会社株式及び関連会社株式・・・・・移動平均法による原価法 

（ロ）その他有価証券 

a 時価のあるもの・・・・・・・・・決算末日の市場価格等に基づく時価法 

                  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

                   売却原価は移動平均法により算定） 

b 時価のないもの・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

  

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 製品・仕掛品・・・・・・・・個別法 

 半製品・原材料・・・・・・・総平均法 

  

3．固定資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物付属設備は除く） 

 ａ平成10年3月31日以前に取得したもの・・・・・・・定率法によっております。 

 ｂ平成10年4月1日以降に取得したもの・・・・・・・定額法によっております。    

建物以外・・・・・・・定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

・建物 3～50年 

・機械装置 8～12年 

  

（ロ）無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年） 

に基づく定額法によっております。 

  

（ハ）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用

初年度前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用しております。 

  

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

(5)【重要な会計方針】
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4．引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

売掛金等の債権貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

  

（ロ）役員賞与引当金 

役員および執行役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づ

き、計上しております。 

  

（ハ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）によ

る定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処

理しております。 

  

（ニ）受注損失引当金 

受注契約に係る損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失発生が見込まれ、

かつ当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて損失見込額を引当計上し

ております。 

  

5．費用収益の計上基準 

売上基準 

長期工事については、工事進行基準を採用しております。 

  

6．ヘッジ会計の方法 

（イ）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を充たしているため、特例処理によっており

ます。 

  

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・・・・・金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・・・・・借入金に係る変動金利 

  

（ハ）ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用しております。 
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（ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理による金利スワップであるため、有効性の評価は省略しております。 

  

7．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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（リース取引に関する会計基準等の適用） 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成5年6月17日 最終改正平成19年3

月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成6年1月18日 最終改正平成19年3月30日 企業会計基準適用指針第16号）を適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上して

おります。 

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す

る方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益にあたえ

る影響は軽微であります。 

  

（たな卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年7月5日 企業会計基準第

9号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価の切下げの

方法）に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益にあたえ

る影響はありません。 

  

（退職給付制度の改定） 

当社は、平成21年2月1日付けで、税制適格退職年金制度から確定給付企業年金制度及び確定拠出

年金制度へ移行し「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1

号）を適用しております。 

本移行に伴う影響額402百万円は、「退職給付制度改定益」として特別利益に計上しておりま

す。 

  

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

平成20年度の法人税法の改正を契機として見直しを行った結果、機械及び装置の耐用年数を変更

しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益にあたえ

る影響は軽微であります。 

  

(6)【重要な会計方針の変更】

(7)【追加情報】
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(8)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年3月31日)

当事業年度 
(平成21年3月31日)

 

 

1．有形固定資産の

  減価償却累計額
11,092百万円

2．担保資産及び担保資産に対応する債務

    担保資産

投資有価証券 3,395百万円

関係会社株式 273

   合計 3,668 

担保資産に対応する債務

短期借入金 1,116百万円

1年内返済予定の
長期借入金

440

長期借入金 2,405

   計 3,962  

 

 

1． 有形固定資産の

   減価償却累計額
11,709百万円

2．担保資産及び担保資産に対応する債務

    担保資産

投資有価証券 2,147百万円

関係会社株式 227

  合計 2,375

担保資産に対応する債務

短期借入金 924百万円

1年内返済予定の
長期借入金

1,556

長期借入金 －

  計 2,481

 

3．関係会社に係る注記

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 

  関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金
未収入金

172百万円

892

買掛金 3,512

 

3．関係会社に係る注記

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 

  関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金
未収入金

385百万円

695

流動資産その他 70

買掛金 1,871

短期借入金 3,612

 
4．受取手形割引高 1,025百万円

 
4．受取手形割引高 804百万円

 

5．貸出コミットメント契約

    当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取 

  引金融機関5行と貸出コミットメント契約を締 

  結しております。

    この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高 

  等は次のとおりであります。

   貸出コミットメント総額 5,000百万円

  借入実行残高 ―

  差引額 5,000

5．貸出コミットメント契約

    当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取 

  引金融機関5行と貸出コミットメント契約を締 

  結しております。

    この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高 

  等は次のとおりであります。

   貸出コミットメント総額 5,000百万円

  借入実行残高 5,000

  差引額 ―
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(変動事由の概要)  

増加数6,247株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

   

(変動事由の概要)  

増加数5,018株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

 1．一般管理費及び当期製造費用に

 含まれる研究開発費           1,767百万円

 1．一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費             1,349百万円

 2．関係会社に係る営業外収益

固定資産賃貸料 157 百万円

受取配当金 136

2．関係会社に係る営業外収益

固定資産賃貸料 154 百万円

受取配当金 117

 

 3．固定資産除売却損の内訳

建物 47 百万円

機械及び装置 6

車両及び運搬具 0

工具器具及び備品 25

その他 64

計 145
 

3．固定資産除売却損の内訳

建物 4 百万円

機械及び装置 4

車両及び運搬具 0

工具器具及び備品 9

その他 6

計 27

4．関係会社からの製品、部品及び委託加工費の仕入高 

                     17,907百万円

4．関係会社からの製品、部品及び委託加工費の仕入高 

                    19,446百万円

(株主資本等変動計算書関係)

 前事業年度(自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日)

 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 64,532 6,247 ― 70,779

 当事業年度(自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日)

 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 70,779 5,018 ― 75,797

(有価証券関係)

種類

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度 
(平成21年3月31日)

貸借対照表 
計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表
計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 718 1,554 835 718 1,055 336
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(税効果会計関係)

前事業年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 (繰延税金資産)

未払賞与 473百万円

未払事業税 54

退職給付引当金 2,643

役員退職慰労未払金 119

減損損失 558

その他 299

  小計 4,149

評価性引当額 △16

繰延税金資産合計 4,132

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,423百万円

繰延税金負債合計 △1,423

繰延税金資産(負債)の純額 2,708

  (注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

    流動資産―繰延税金資産 753百万円

    固定資産―繰延税金資産 1,955

         計 2,708
 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 (繰延税金資産)

未払賞与 487百万円

未払事業税 94

退職給付引当金 1,439

役員退職慰労未払金 91

減損損失 554

長期未払金 795

その他 493

 小計 3,955

評価性引当額 △184

繰延税金資産合計 3,771

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △593百万円

繰延税金負債合計 △593

繰延税金資産(負債)の純額 3,177

  (注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

   流動資産―繰延税金資産 1,005百万円

   固定資産―繰延税金資産 2,172

        計 3,177

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.6％

 交際費等永久に損金に算入されない項目 2.8

 受取配当金等永久に益金に算入されない 
 項目

△1.8

 住民税均等割 1.1

 試験研究費税額控除 △1.9

 役員賞与引当金 1.0

 評価性引当額 0.7

 その他 1.2

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1

受取配当金等永久に益金に算入されない 
 項目

△1.6

住民税均等割 1.0

試験研究費税額控除 △1.7

役員賞与引当金 1.0

評価性引当額 6.2

その他 △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.7％
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(注) 算定上の基礎 

1株当たり当期純利益金額 

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

1株当たり純資産額 429円95銭 1株当たり純資産額 425円93銭

1株当たり当期純利益金額 22円50銭 1株当たり当期純利益金額 25円30銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

           同左

項目
前事業年度

(自 平成19年4月1日
至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,412 1,588

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,412 1,588

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,775 62,770

(重要な後発事象)
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（1）新任取締役及び監査役候補 

  

 
  

（2）退任予定取締役及び監査役 

  

 
  

（3）就任及び退任予定日 平成21年6月26日 

6. その他

役員の異動

新役職名 氏  名 現役職名

取  締  役 吉 川   節 顧     問

常 勤 監 査 役 渡  弘 一 取  締  役

現役職名 氏  名 退任後の就任予定役職名

取  締  役 髙 橋   浩 ―

常 勤 監 査 役 稲 葉 安 正 ―
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